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要 旨 

国土地理院は，全国に等しく正確な重力の基準を

与えることを目的として重力点を設置し，水準測量

にて正確な標高を決定する際の重力補正や重力ジオ

イド・モデルの構築に活用しているほか，計量機器

の校正，地下構造の把握等，測量や社会，科学の分

野にて広く活用される重力加速度の値を提供してい

る． 
2017 年には基準重力点及び一等重力点のネット

ワークからなる重力の基盤「日本重力基準網 2016」
を構築し，公開した．しかし，日本重力基準網 2016
は，一つ前の重力基準網「日本重力基準網 1975」の

二等重力点（約 13,000 点）を含んでおらず，二等重

力点の重力値は日本重力基準網 2016 に準拠してい

ない状態にあった．精密重力ジオイド・モデルの構

築のためには重力データを再整備する必要があり，

この二等重力点の重力値を最新の基準網へ準拠する

ことが急務であった． 
そこで，地上重力データを再整備するため，二等

重力点を日本重力基準網 2016 に準拠するように変

換し，さらに重力データの空白域にて重力測量を実

施して，地上重力データの偏在を解消した．そして，

これらの重力データを合わせて「JGSN2016 地上重

力データ」として整備し，精密重力ジオイド・モデ

ルの構築等に使用したほか，2024 年には国土地理院

のホームページ上で公開した． 
 
1. はじめに 
重力基準網は，国際的な取決めに準じた基準とな

る重力加速度の値（以下「重力値」という．）を利用

者に与える重力の基盤で，物理的に参照が可能な重

力点のネットワークで構成される．日本では，1976
年に「日本重力基準網 1975」（The Japan Gravity 
Standardization Net 1975，以下「JGSN75」という．）

を構築し，公開した（国土地理院，1976）．JGSN75
は基準重力点 6 点，一等重力点 116 点と，全国の三

角点及び水準点で測量した二等重力点約13,000点で

構成され，「国際重力基準網 1971」（The International 
Gravity Standardization Net 1971）（Morelli et al., 1974）
に準拠した重力値が整備された．以降，約 40 年にわ

たり，これらの重力点は国内の重力基準としてその

役割を果たしてきたが，この間に生じた地殻変動等

によって重力値の変化が累積したため，場所によっ

ては JGSN75 と実際の重力分布の間に乖離が生じて

いた．これを解消し，最新の測定に基づく信頼性の

高い重力値を提供することを目的に，国土地理院は

2017 年に「日本重力基準網 2016」（以下「JGSN2016」
という．）を構築し，公開した（吉田ほか，2018）．
JGSN2016 は，基準重力点 31 点，一等重力点 228 点

で構成され（2025 年 3 月時点），日本の重力基準と

して活用されている．しかし，JGSN2016では JGSN75
にあった二等重力点を含んでおらず， 二等重力点の

重力値は JGSN2016 に準拠していない状態にあった． 
国土地理院では，GPS，準天頂衛星システム等を

使用した衛星測位によって，いつでも，どこでも簡

単に正確な標高が分かる社会の実現を目指しており，

その基盤となる高精度なジオイド・モデルを構築し

ている．高精度なジオイド・モデルを構築するには，

高品質の重力データを高密度に整備する必要がある．

そこで，地上重力データの再整備として，JGSN75 の

二等重力点の重力値を JGSN2016 に準拠するように

変換し，また，重力データの空白域において重力測

量を実施して地上重力データの偏在を解消した．そ

して，これらの重力データを合わせて「JGSN2016 地

上重力データ」として整備し，精密重力ジオイド・

モデルの構築等に使用したほか，2024 年には国土地

理院のホームページ上で公開した． 
なお，これまでの間に，二等重力点の測量標に使
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用していた三角点及び水準点の移転や廃点が多くあ

り，現在，二等重力点は物理的に参照が可能な重力

測量（相対重力測定）の基準点としての役目を終え

ていることから，以降，本稿では「旧二等重力点」

と表記する． 
 
2. 再整備した地上重力データの概要 
再整備した地上重力データには二つのものがある．

一つ目は，JGSN75 の旧二等重力点を JGSN2016 の

重力値に変換するパラメータを作成するために重力

測量を実施した 256 点及び作成したパラメータを用

いて変換した 13,162 点である．二つ目は，地上重力

データの配点密度が小さい地域等において，国土地

理院が重力測量を実施した 560 点である．JGSN2016
地上重力データはこれらを合わせた13,978点からな

る． 
 
3. 変換パラメータを使って変換した重力データ 
3.1 変換パラメータの作成 

JGSN75 準拠の重力値を JGSN2016 準拠の重力値

にする方法としては，①JGSN2016 準拠の重力点を

既知点として重力測量によって再測量する方法，②

JGSN2016 準拠の重力点を既知点にして過去の相対

重力測定結果から網平均計算により改算する方法，

③JGSN75 と JGSN2016 の両系に準拠した重力点の

重力値から系間の重力差を求め，空間補間すること

で JGSN2016 準拠の重力値に変換するパラメータを

作成して改算する方法が考えられる．①の方法は，

JGSN75 公開から現在までの地殻変動等による重力

変化も含めて JGSN2016 に準拠した重力値を取得す

ることが可能であるが，約 13,000 点の旧二等重力点

を再測量するには膨大な人的・時間的リソースが必

要となる．②の方法は，再測量をせずに JGSN2016 準

拠の重力値を得ることができる．しかし，約 50 年以

上前の膨大な観測データを再整理する必要があり，

改算には多くの労力と時間が必要である．③の方法

は，変換パラメータを構築するのに必要な最低限の

重力測量をするだけで実現できる．さらに，この方

法は旧二等重力点のみならず，その他の機関が持つ

JGSN75 準拠の重力データも JGSN2016 準拠の重力

データに改算することが可能と考えられる．以上の

理由から，③の方法を採用し，変換パラメータを用

いて JGSN2016 準拠の重力値を求めることとした．

変換パラメータの作成手順を図-1 に示す． 
変換パラメータの作成には，JGSN75 と JGSN2016

両系に準拠した重力点の重力値が必要となる．

JGSN2016 の一等重力点のうち 85 点は両系に準拠し

た重力値を持つが，一等重力点の配点間隔は約

100 km であり，旧二等重力点を変換するのに十分な

空間分解能を持つパラメータを構築することができ

ない．そこで，現存する旧二等重力点のうち，測量

当時と現況が変わっていないと考えられる 256 点に

おいて重力測量を実施し，両系の重力値を持つ重力

点の空間密度を向上させた．重力測量の詳細につい

ては 4 章で述べる． 
図-2 に両系の重力値を持つ一等重力点及び旧二等

重力点（合計 341 点）における JGSN2016 と JGSN75
の重力差の分布を，図-3 に重力差のヒストグラムを

示す．JGSN2016 は JGSN75 に比べ平均で 0.03 mGal
小さい結果となった．これは，吉田ほか（2018）で

報告された両系の差（−0.04 mGal）と整合的である．

この両系の重力差は，JGSN75 構築から JGSN2016 構

築までの間の地殻変動等によって生じた重力変化だ

けでなく，基準網の構築手法の違いや，JGSN75 構築

当時の測量の精度の限界によって生じた誤差に起因

すると考えられる． 
上記の重力差を通常クリギング法で空間補間する

ことで JGSN2016変換パラメータを作成した（図-4）．
作成した変換パラメータは，一部離島を除く日本全

国をカバーし，0.1 度間隔のグリッドデータになって

いる． 
 

 
図-1 変換パラメータの作成手順 
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図-2 JGSN2016 と JGSN75 の重力差の分布 

 

 
図-3 JGSN2016 と JGSN75 の重力差のヒストグラム 
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図-4 作成した変換パラメータ 

 
3.2 変換パラメータの評価 

一個抜き交差検定（以下「LOOCV」という．）を

用いて，JGSN2016 変換パラメータの精度評価を実

施した． 
LOOCV では，変換パラメータの作成に用いた入

力データセットから評価対象とする測点一つを除

いて変換パラメータを作成し，変換パラメータの

変換量と測点の JGSN75 の重力値から変換値を求

め，JGSN2016 の実測重力値を比較した．これを変

換パラメータの作成に用いた入力データセット

341 点で繰り返すことで，変換パラメータの推定能

力を外部評価した． 
LOOCV の結果，変換した重力値  𝑔𝑔𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐,𝑖𝑖  と

JGSN2016 実測重力値 𝑔𝑔𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽,𝑖𝑖  の差は平均 0.00 mGal，
標準偏差 𝑆𝑆 が 0.04 mGal となった（図-5）．なお，

標準偏差は式 1 により求めた．平均値が 0.00 mGal

と，変換値と実測値の間にはバイアスは見られな

い．また，JGSN75 の絶対値としての精度は 0.1 
mGal 以下（国土地理院，1976）であり，変換パラ

メータによる変換後の JGSN2016 準拠の重力値の

精度は，変換パラメータの標準偏差を加味しても，

主目的である精密重力ジオイド・モデルの構築に

必要な精度を満たしている．これにより，

JGSN2016 変換パラメータを旧二等重力点に適用

し，JGSN75 と JGSN2016 の間にあったバイアスを

除くことで，13,162 点の旧二等重力点を JGSN2016
に整合させることが可能となった． 
 

𝑆𝑆 = �∑ �𝑔𝑔𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐,𝑖𝑖 − 𝑔𝑔𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽2016,𝑖𝑖�
2𝑁𝑁

𝑖𝑖=1

𝑁𝑁
 (𝑁𝑁 = 341) (1) 
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図-5 LOOCV による変換パラメータの精度評価 

 
3.3 旧二等重力点の位置情報の整理 
旧二等重力点は測量標に三角点や水準点が使用さ

れており，その位置情報は測地成果 2011 とはなって

いなかった．このため，JGSN2016 変換パラメータを

旧二等重力点に適用する前に，旧二等重力点の位置

情報の現状を整理する必要があった． 
旧二等重力点の位置情報は，測量標が三角点の場

合，緯度経度は日本測地系の成果であり，標高は測

量当時の値のままであった．測量標が水準点の場合，

緯度経度は測量当時の地図読み取りの値であり，標

高は昭和 44 年度平均成果であった． 
今回，まず全ての旧二等重力点の緯度経度を

TKY2JGD（飛田，2001）によって世界測地系に変換

した．次に，旧二等重力点の測量標が重力測量当時

の位置に現存している場合は，基準点成果等閲覧サ

ービス上の基準点コードと照らし合わせて，位置情

報を測地成果 2011 の成果値に置き換えた．ただし，

基準点成果等閲覧サービス等で移転，再設等の履歴

がある場合，重力測量の位置と現在の測量標位置が

異なっているため，測地成果 2011 の成果値へ置き換

えないこととした．また，移転，再設等の履歴がな

い場合でも，旧二等重力点の位置情報が，測量標の

測地成果 2011 の成果値と極端に異なっていた場合

は，移転や再設等の疑いがあると判断し，測地成果

2011 の成果値へ置き換えないこととした． 
測量標の測地成果 2011 の成果値との比較に当た

っては，以下の点に注意した．三角点では，日本測

地系から測地成果 2000 に移行する際，一～三等三角

点は改測又は計算簿まで遡った改算で緯度経度が改

定されているため，成果表と TKY2JGD による変換

値は完全には一致せず，標高は平成 23 年（2011 年）

東北地方太平洋沖地震に伴う改定（檜山ほか，2011）
や，平成 26 年度三角点標高改定（小門ほか，2014）
が反映されていない．水準点では，測地成果 2011 の

成果値の水平位置の多くは，地図読み取りではなく，

GNSS 測量による水平位置決定作業で求められてい

る．また，昭和 44 年度平均成果は，地震等に伴う改

定が反映されていないだけでなく，標高の種類が現

在採用している正標高ではなく正規正標高である．

よって，移転や再設等を判断する水平位置や標高の

差のしきい値は，成果改定量の最大値（国土地理院，

2003，2011）や 5 万分 1 地形図の精度，TKY2JGD の

精度を基に設定した． 
別表 1～3 に標高や水平位置の差のしきい値，図-

6 に旧二等重力点の位置情報の整理手順を示す．パ

ラメータ変換した旧二等重力点 13,162 点のうち，測
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量標が現存すると判断した点は 7,292 点，移転，再

設等がされたと判断した点は 5,870 点となった．測

地成果 2011 の成果値へ置き換えなかった 5,870 点の

位置情報は，過去の成果改定量等を考慮して，緯度

経度を 1 秒単位，標高を 0.1 m 単位とした． 
3.4 JGSN75 の JGSN2016 への変換 

現存していると判断した点は，位置情報を測地成

果 2011 に置き換えた後に，全ての旧二等重力点に対

し て JGSN2016 変 換 パ ラ メ ー タ を 適 用 し て

JGSN2016 準拠の重力値に変換した． 
 

 
図-6 旧二等重力点の位置情報の整理手順 

 
4. 重力測量によって得た重力データ 
この重力測量の目的は二つある．一つは変換パラ

メータを作成するためで，もう一つは精密重力ジオ

イド・モデル構築に際し地上重力データを高密度化

するためである． 
 
4.1 変換パラメータを作成するための重力測量 
変換パラメータを作成するに当たり，2013 年から

2022 年にかけて，現存している旧二等重力点 256 点

で重力測量を実施し，JGSN2016 に準拠した重力値

を求めた．この旧二等重力点は，全ての点において

測量標に水準点を使用していた．重力測量には

LaCoste Romberg 社製のラコスト G 型重力計 G83，
G118 ， G554 と SCINTREX 社製の相対重力計

S/N300200022，300900049のうち 2台以上を使用し，

既知点である基準重力点又は一等重力点と未知点で

ある旧二等重力点の間を 1 日の間で往復する測量と

した．一部離島では，一等重力点が 1 点しかないた

め，同一の重力点を始点と終点にして環となるよう

に測量した． 
JGSN2016 と同様の方法で重力値を計算し，

JGSN2016 に準拠した重力値を求めた． 
 
4.2 地上重力データを高密度化するための重力測量 

精密重力ジオイド・モデルの構築に使用すること

を目的として，2021 年度から 2023 年度に地上重力

データの配点密度が小さい地域や航空重力測量（栗

原ほか，2022）が未実施の離島において重力測量を

実施し，JGSN2016 に準拠した重力値を求めた（図-
7）． 
父島，母島，南大東島及び北大東島は，航空重力

測量の拠点となる飛行場から遠く離れており，費用

対効果の観点から航空重力測量を実施せず，地上の

重力測量を実施して，重力データの高密度化を図っ
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た．また，地上重力データの配点密度の小さい北海

道札幌市周辺では，一等重力点を起点に 2 km 間隔

で重力データを取得した．八丈島，南大東島及び北

大東島には JGSN2016 に準拠した一等重力点が存在

しないため，一等重力点を設置した．各離島に設置

した一等重力点を起点に重力測量を実施し，各離島

内に約 2 km 間隔で重力データを取得した． 
地上重力データの高密度化のための重力測量は，

一部は三角点や水準点等の測量標上で測量している

が，多くは測量標がない場所で測量している．この

ため，重力測量のほか，GNSS 測量も併せて実施し

て，測地成果 2011 に準拠した位置情報を取得した． 

一等重力点の設置では LaCoste Romberg 社製のラ

コスト G 型重力計 G83，G118，G554 を使用し，既

知点である基準重力点又は一等重力点と未知点であ

る新点の間を往復する測量とした．地上重力データ

の高密度化のための重力測量には上記のラコスト G
型重力計のほか SCINTREX 社製の相対重力計

S/N300200022，300900049 を使用し，同一の重力点

を始点と終点にして環となるように測量した． 
一等重力点の設置，地上重力データの高密度化の

ための重力測量ともに JGSN2016 と同様の方法で重

力値を計算し，JGSN2016 に準拠した重力値を求め

た．

 

 
図-7 重力データの高密度化（赤点は重力測量実施箇所を示す） 

 
5. JGSN2016 地上重力データの公開 

JGSN75 の旧二等重力点の重力値を JGSN2016 に

変換するパラメータを作成するために重力測量を実

施した 256 点，変換パラメータを用いて改算した旧

二等重力点13,162点及び地上重力データの配点密度

が小さい地域等において重力測量を実施した 560 点

のデータを合わせた合計 13,978 点の重力データを，

JGSN2016 地上重力データとして整備し，2024 年 3

月 27 日に国土地理院ホームページ上で公開した．図

-8 に JGSN2016 地上重力データの配点位置を示す． 
旧二等重力点の測量標に使用した三角点及び水準

点では，重力測量当時からこれまでの間に移転や廃

点となったものが多くあり，現在は物理的に参照が

可能な重力測量（相対重力測定）の基準点としての

役目を終えていることから，測量標の基準点コード，

点名等は削除した．位置情報について，旧二等重力
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点のうち位置情報を測地成果 2011 に変換しなかっ

た点は，緯度経度を度分秒（1 秒単位）とし，標高は

0.1 m 単位で表記した．それ以外の点では，緯度経度

を度分秒（0.01 秒単位），標高を 0.01 m 単位とした．

重力値は現在公開している基準重力点及び一等重力

点の成果表と同じ 0.01 mGal で表した． 
 
6. まとめ 
精密重力ジオイド・モデルの構築に必要な重力デ

ータを再整備するため，JGSN75 準拠の重力値を

JGSN2016 準拠の重力値に変換するパラメータを作

成し，JGSN75 の旧二等重力点を JGSN2016 準拠の

重力値に改算した．これにより，JGSN2016 に準拠し

た重力データの空間密度が飛躍的に向上した．また，

地上重力データの空白域や航空重力測量の範囲外に

て重力測量を実施し，地上重力データの偏在を解消

した． 
今回整備した JGSN2016 地上重力データは，国土

地理院にて新たに構築したジオイド・モデル「ジオ

イド 2024 日本とその周辺」や国土地理院が提供して

いる「重力値推定計算サービス」等の計算に使用し

ている．今後，物理探査分野等においても広く利用

されることを期待する． 
（公開日：令和 8 年 3 月 16 日） 

 
図-8 JGSN2016 地上重力データの配点図 
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別表 1 水準点の標高の差のしきい値 

 標高の差のしきい値(m) 

北海道 0.30 

青森県 0.31 

岩手県 1.01 

宮城県 1.39 

秋田県 0.40 

山形県 0.40 

福島県 0.80 

茨城県 1.63 

栃木県 1.37 

群馬県 1.18 

埼玉県 1.32 

千葉県 1.34 

東京都 1.19 

神奈川県 1.21 

山梨県 0.14 

長野県 0.27 

新潟県 0.21 

北陸地方（新潟県を除く） 0.16 

中部地方 0.62 

近畿地方 0.19 

中国地方 0.12 

四国地方 0.35 

九州地方 1.33 

沖縄県 0.10 
 

別表 2 三角点の標高の差のしきい値 

 標高の差のしきい値(m) 

東北地方 
茨城県 

2.34 

その他 0.94 
 

別表 3 水準点及び三角点の水平位置の差のしきい値 

 水平位置の差のしきい値(m) 

水準点 148 

三角点 5.97 
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